
 
高知県情報公開条例（第６条抜粋） 

 

(公文書の開示義務) 

第 6 条 実施機関は、公文書の開示の請求があったときは、当該公文書に次の各号のい

ずれかに該当する情報が記録されている場合を除き、当該公文書を開示しなければなら

ない。 

(1) 法令又は他の条例(以下「法令等」という。)の規定により開示することができな

いとされている情報 

(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に係る情報を除く。)であって、当

該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することが

できると認められるもの(他の情報と照合することにより、特定の個人を識別すること

ができることとなるものを含む。)又は特定の個人を識別することはできないが、公に

することにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げ

る情報を除く。 

ア 法令等の規定により何人も閲覧することができるとされている情報 

イ 公表を目的として作成し、又は取得した情報 

ウ 次に掲げる者の職務の遂行に係る情報のうち、当該者の職名及び氏名((ア)に掲

げる者にあっては、当該者の氏名を公にすることにより、当該者の個人の権利利益

を不当に侵害するおそれがあるものとして実施機関が定める者の氏名を除く。) 

(ア) 国家公務員法(昭和 22 年法律第 120 号)第 2 条第 1 項に規定する国家公務

員(独立行政法人通則法(平成 11年法律第 103号)第 2条第 4項に規定する行政執

行法人の役員及び職員を除く。)及び地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 2

条に規定する地方公務員 

(イ) 独立行政法人等(独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律(平

成 13 年法律第 140 号)第 2 条第 1 項に規定する独立行政法人等をいう。以下この

項において同じ。)及び地方独立行政法人の役員及び職員 

(ウ) 地方自治法施行令(昭和 22年政令第 16 号)第 152 条第 1項に規定する法人

(地方独立行政法人を除く。第 21 条において「公社等」という。)及び同令第 140

条の 7第 1項に規定する法人の役員 

(エ) 県から補助金、交付金等の交付を受けている一般社団法人及び一般財団法

人、私立学校法(昭和 24 年法律第 270 号)第 3 条に規定する学校法人、医療法(昭

和 23 年法律第 205 号)第 39 条第 2 項に規定する医療法人、社会福祉法(昭和 26

年法律第 45号)第 22条に規定する社会福祉法人並びに同法第 10章第 2節に規定

する社会福祉協議会の役員 

エ ウの(ア)及び(イ)に掲げる者の職務の遂行に係る情報のうち、当該職務の遂行

の内容に係る部分 



(3) 法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を

除く。以下この項において「法人等」という。)に関する情報又は事業を営む個人の当

該事業に関する情報であって、開示することにより、当該法人等又は当該事業を営む

個人の競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められるもの。た

だし、次に掲げる情報を除く。 

ア 事業活動によって生じ、又は生ずるおそれのある危害から人の生命、身体又は

健康を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 

イ 違法又は不当な事業活動によって生じ、又は生ずるおそれのある支障から人の

生活を保護するため、開示することが必要であると認められる情報 

(4) 開示することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他

の公共の安全と秩序の維持に支障を生ずるおそれがあると実施機関が認めることにつ

き相当の理由がある情報 

(5) 前号に定めるもののほか、開示することにより、人の生命、身体、財産等の保護

に支障を生ずるおそれのある情報 

(6) 県の機関(県が設立した地方独立行政法人を含む。以下この項において同じ。)

又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人その他の公共

団体の機関(以下この号において「国等の機関」という。)が行う事務事業に関する情

報であって、開示することにより次のいずれかに該当することが明らかなもの 

ア 監査、検査、取締り、試験、入札、交渉、渉外、争訟その他全ての事務事業若

しくは将来の同種の事務事業の実施の目的が失われ、又はこれらの公正若しくは円

滑な執行に著しい支障を生ずるもの 

イ 県の機関若しくは国等の機関内部又は県の機関若しくは国等の機関相互間にお

ける審議、検討、協議、調査、研究等に関する意思決定が不当に阻害されるもの 

ウ 法律又はこれに基づく政令の規定による主務大臣その他の国の機関が行う指示

等により公表してはならない旨が明示されているもの、国等の機関からの委託によ

る調査等で、公表してはならない旨の条件が付されているもの等、県の機関と国等

の機関との協力関係又は信頼関係が著しく損なわれるもの 

(7) 県の機関からの要請を受けて、開示しないとの約束の下に、個人又は法人等から

県の機関へ提供された情報であって、開示することにより、当該個人又は法人等と県

の機関との協力関係又は信頼関係が著しく損なわれることが明らかなもの。ただし、

当該情報が一般的に公表されないものであること等、当該約束の締結が状況に照らし

合理的であると認められる場合に限る。 

2 実施機関は、開示の請求に係る公文書に前項第 2 号から第 7 号までのいずれかに該当す

る情報が記録されている場合であっても、当該公文書の開示をしないことにより保護

される利益に明らかに優越する公益上の理由があると認められるときは、当該公文書

を開示するものとする。 


